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１ 農地流動化総合対策事業

農林政策課

１ 補正内容 単位：千円

事 業 名 予算現計 実績見込額 補正額

農地流動化総合対策事業 315,672 549,451 233,779

(1)農地保有合理化事業 27,222 27,222 －

(2)県推進費 50 50 －

(3)大潟村方上地区関係補助金 9,400 9,400 －

(4)大潟村方上地区未利用地利活用調査 8,000 4,850 △ 3,150

(5)地域農業マスタープラン作成事業 31,000 10,311 △20,689

(6)農地集積協力金 240,000 343,618 103,618

(7)農地保有合理化促進事業強化基 － 154,000 154,000

金受入・返還金

２ 事業概要及び補正の主な理由

(1) 農地保有合理化事業

(2) 県推進費

(3) 大潟村方上地区関係補助金

(4) 大潟村方上地区未利用地利活用調査

ア 事業概要

絶滅危惧種などの貴重な動植物が確認されている、方上地区未利用地の自

然環境を調査する。

イ 補正の理由

入札による委託費の減額 （計画：7,650千円 → 実績見込：4,500千円）

(5) 地域農業マスタープラン作成事業

ア 事業概要

地域農業の目指すべき姿、将来の方向性を定める「人・農地プラン」の作

成に要する経費等を支援する。

・ 事業主体 市町村、県

・ 補 助 率 国定額

イ 補正の理由

実績見込みによる減額 （計画：25市町村 → 実績見込：16市町村）

※「人・農地プラン」の作成状況（２月４日現在）

25市町村、393地区、3,039集落で作成済み。（進捗率100％）

補正なし
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(6) 農地集積協力金

ア 事業概要

「人・農地プラン」に位置付けられた、地域の中心となる経営体へ６年以

上の利用権設定により農地集積された場合、その農地の出し手に対して協力

金を交付する。

・ 実施主体 市町村

・ 補 助 率 国定額

・ 交付単価

(ｱ) 経営転換協力金

利用権設定等面積の規模に応じて３段階

0.5ha以下 ：300千円/戸

0.5ha超～2.0ha以下 ：500千円/戸

2.0ha超 ：700千円/戸

(ｲ) 分散錯圃解消協力金

５千円/10a

イ 補正の理由

協力金の交付対象者の増による増額

（経営転換協力金 計画：487戸 → 実績見込：675戸）

（分散錯圃解消協力金 計画：271戸 → 実績見込： 37戸）

(7) 農地保有合理化促進事業強化基金受入・返還金

ア 事業概要

平成22年度の「農地保有合理化促進事業強化基金」廃止を受け、返還猶予

期限である平成25年度末まで基金の残額を県で受け入れるとともに、国庫補

助相当額を返還する。

・ 実施主体 （公社）秋田県農業公社

・ 受入金額 308,000千円（国：154,000千円、県154,000千円）

イ 補正の理由

基金廃止に伴う国への返還
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２ 農林漁業振興臨時対策基金積立金

農林政策課

１ 補正内容 単位：千円

事 業 名 予算現計 補正後予算額 補正額

農林漁業振興臨時対策基金積立金 1,171 1,361,281 1,360,110

(1)基金積立金 － 1,360,000 1,360,000

(2)基金積立金（運用益分） 1,171 1,281 110

２ 事業概要及び補正の主な理由

(1) 基金積立金

ア 事業概要

農林漁業の構造改革を加速する対策を集中的に実施するための財源として、

農林漁業振興臨時対策基金を設置。

(ｱ) 基金の執行状況

平成23～25年度（２月補正後）まで83.6億円を執行予定

当初積立額 23～25年度執行見込額 基金残額

100億円 83.6億円 16.4億円

イ 補正の理由

当該基金を活用し、平成23年度より取り組んできた事業の検証や現場の意

見などを踏まえ、もう一段ステップアップした取組に的を絞るなど重点化し

て事業推進を図るため、基金設置期間の平成27年度までに必要とする財源を

積み増しする。

基金残額 補正額 合計(26～27年度の所要額)

16.4億円 13.6億円 30.0億円

(ｱ) 平成26～27年度の事業体系

・ 競争力の高い経営体による「生産性向上」への取組

・ オール秋田による「ブランド化」の取組

・ 「付加価値と雇用」を生み出す取組

(2) 基金積立金（運用益分）

ア 事業概要

農林漁業振興臨時対策基金を設置し、運用する。

イ 補正の理由

実績見込みによる運用益の増額
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農林漁業振興臨時対策基金事業について

 

 
≪課題≫ 
◆個々の成果は出現。農林漁業産出額や所得全体の拡 
 大までには至らず。 
◆本県農業の構造改革の本丸である米依存からの脱却 
 も道半ば。 
◆これまでの成果と課題を踏まえ、本県農林水産業の 
 再生の足どりを確かなものとし、自立的な成長軌道 
 に乗せることが重要。 
 
≪対応≫ 
●これまでの単なる延長線ではなく、もう一段ステッ 
 プアップした先進的な取組に的を絞り重点化。 

(1) 目  的 
  複数年の財源確保のもと、農林漁業経営の競争力を高 
 め、産業として自立できる経営体質の転換を図るため、 
 農林漁業の構造改革を加速する施策を集中して実施。 
 
(2) 設置期間 平成2３～27年 
 
(3) 積 立 額  平成23～25年度の事業分100億円を造成 
 
(4) 基金の使途 
   農林漁業の構造改革を加速する対策を集中的に実施  

基金の概要 

課題と対応 

 
 

基金の執行状況は、 

 平成23～25年度(2月補正後)までで 
      ８３.６億円 （残額１６.４億円） 

 

 

  重要度・緊急度・事業効果・モデル性等を 
  考慮して選定 
 

 (1) 現行からステップアップする又は新たな 
        先進的取組 
 
 (2) 重点推進事項として継続する取組 
 

 

 『基金スタート時の選定基準』 
  ・原則、県単独の新規事業 
  ・構造改革を加速し、所得向上・確保が直接 
         的に図られるもの 

基金事業の選定基準 

基金の執行状況 

今後の基金事業の概要 

H23年度
27.1億円
(決算)

H24年度
26.8億円
(決算)

H25年度
29.7億円
(予算案)

残額
16 .4
億円

 

※国の政策転換に伴う、新たな施策事業の構築について 

 は、今後、県内の関係団体等から幅広く意見を聴きな 

 がら様々な影響を分析し、別途検討する。 

  

30億円 

（2年間） 

　　≪Ｈ２６～２７年度の施策展開≫

対　策 主な事業

生産性向上対策 園芸メガ団地、法人支援、地下かんがいシステム　等

ブランド化対策 夢プラン、肉用牛ブランド、県産材販売　等

付加価値化対策 ６次産業化、青果物等ニーズ対応、水産加工　等
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1　 園芸メガ団地育成事業

2　 農業生産高度化実証事業

3　 攻めの稲作総合支援事業

4　 飼料用米総合対策事業

5　 あきたの大豆生産力倍増支援事業

6　 農業法人経営発展支援事業

7　 地域農業を担う経営体発展支援事業

9　 革新技術による産地化プロジェクト事業

8　 新規就農総合対策事業

10 地下かんがいシステム導入促進事業

11 秋田のサケ資源造成特別対策事業

12 漁業経営体経営発展支援事業

13 林業・木材産業構造改革事業

14 広葉樹資源フル活用推進事業

10 秋田米ブランド再興販売促進対策事業

1 　未来にアタック農業夢プラン応援事業

2　 野菜ナショナルブランド化総合対策事業

3　 攻める「秋田の花」推進事業

4　 活気あふれる果樹産地育成事業

5　 秋田県産牛ブランド確立推進事業

6　 めざせ全共チャンピオンシップ事業

7　 肉用牛経営緊急支援対策事業

8   乳用育成牛預託牧場支援事業

9   比内地鶏販売拡大推進事業

5   水産加工振興対策総合推進事業

6   商品力で打ち勝つ地魚加工品開発促進事業

7   木質燃料安定確保支援事業

8   あきた安全安心住まい推進事業

11 あきた米評価向上対策事業

12 あきた県産材東日本販売戦略事業

1   ６次産業化総合支援事業

2   「おいしい秋田の食材を学校給食へ」促進事業

3   青果物等ニーズ対応型産地総合対策事業

4   日本型直接支払交付金事業（環境保全型）

農林漁業振興臨時対策基金 事業体系（H26～H27） 

競争力の高い経営体による 

「生産性向上」への取組 

オール秋田による 

「ブランド化」の取組 

「付加価値と雇用」 

 を生み出す取組 

合計  ３０．０億円 
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３ 農地中間管理事業等推進基金積立金（新規）

農林政策課

農業経営の規模拡大や農地の集団化等に必要な農地の流動化を促進するため、農地中間

管理事業及び関連施策に充てる資金として、「農地中間管理事業等推進基金」を造成する。

１ 基金による対策

(1) 農地中間管理事業

担い手への農地の集積・集約化を促進するため、機構を設立し、農地の集積・集約

化に取り組む。

(2) 機構集積協力金交付事業

機構に対し農地を貸し付けた地域及び個人を支援することにより、機構を活用した

担い手への農地集積・集約化を加速する。

(3) 機構集積支援事業

担い手への農地の集積・集約化を促進するため、農業委員会による農地情報の公開

及び農地台帳の電算化を図る。

２ 予算額

１，０１８，５０２千円 （国庫補助金）

３ 事業年度

平成２５年度～
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４ 青年就農給付金

農林政策課

１ 補正内容 単位：千円

事 業 名 予算現計 実績見込額 補正額

青年就農給付金 471,100 299,305 △171,795

(1)青年就農給付金 465,000 294,375 △170,625

準備型 45,000 48,000 3,000

経営開始型 420,000 246,375 △173,625

(2)給付金事業推進費 6,100 4,055 △ 2,045

市町村活動費 2,500 630 △ 1,870

県推進事務費 3,600 3,425 △ 175

(3)青年就農給付金返還金 － 875 875

２ 事業概要及び補正の主な理由

(1) 青年就農給付金

ア 事業概要

(ｱ) 青年就農給付金（準備型）

就農を目指す青年が、都道府県の指定する研修機関や先進農家等で研修

を受ける場合、給付金を支給する。

・ 対象人数 計画 30人 → 実績見込 32人

・ 事業主体 （公社）秋田県農業公社

・ 給付金額 1,500千円／人・年

・ 給付期間 最長２年間

(ｲ) 青年就農給付金（経営開始型）

「人・農地プラン」に位置付けられている原則45歳未満の独立・自営就

農者に対して給付金を支給する。

・ 対象人数 計画 290人 → 実績見込 187人

・ 事業主体 市町村

・ 給付金額 1,500千円／人・年

・ 給付期間 最長５年間

イ 補正の理由

給付対象者数の減による減額（計画：320人 → 実績見込：219人）

市町村が給付希望の意向調査後に個別面談等により確認し実施計画を作成

した結果、要件を満たさない（所得、農地等）者が多かったことによる。
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(2) 給付金事業推進費

ア 事業概要

(ｱ) 市町村活動費

市町村段階で必要な推進活動費に対して助成する。

・ 事業主体 市町村

・ 国補助率 定額

(ｲ) 県推進事務費

県段階で必要な推進活動を実施する。

・ 事業主体 県、（公社）秋田県農業公社

・ 国補助率 定額

イ 補正の理由

市町村活動費の実施市町村数及び要望額が少なかったことによる減額

（計画：25市町村 → 実績見込：４市町村）

(3) 青年就農給付金返還金

ア 事業概要

給付要件を満たさなくなった場合は、給付金を返還することとなっている

ため、給付対象者からの返還金を市町村経由で受け入れ国へ返還する。

イ 補正の理由

経営開始型１名が離農したことによる返還

（家庭の事情により営農継続困難となったため）
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５ 雇用を創出する農林漁業ビジネス支援事業

農業経済課

１ 補正内容 単位：千円

事 業 名 予算現計 実績見込額 補正額

雇用を創出する農林漁業ビジネス支援事業 373,676 249,979 △123,697

(1)離職者の農業参入支援事業 40,000 10,924 △ 29,076

(2)農業法人等の離職者雇用促進事業 24,000 3,300 △ 20,700

(3)企業等の農業参入支援事業 220,012 146,123 △ 73,889

(4)農林漁業の６次産業化拠点施設整備事業 42,000 41,987 △ 13

(5)産地拡大拠点整備支援事業 47,664 47,645 △ 19

２ 事業概要及び補正の理由

(1) 離職者の農業参入支援事業

ア 事業概要

離職者が就農する際の負担軽減を図るため、戦略作目の生産に必要な施設機械等

の整備を支援するとともに、経営が不安定な就農直後の所得を確保する給付金を支

給する。

イ 補正の理由

対象件数及び雇用人数の減による減額

（計画：10件・10人 → 実績見込：５件・６人）

(2) 農業法人等の離職者雇用促進事業

ア 事業概要

離職者の雇用促進を図るため、農業法人等が事業主都合離職者を雇用する経費に

対して助成する。

イ 補正の理由

雇用人数の減による減額

（計画：20人 → 実績見込：３人）

(3) 企業等の農業参入支援事業

ア 事業概要

企業の農業参入と雇用の維持・創出を図るため、県内企業等が農業へ参入する際

に必要な施設機械等の整備を支援するとともに、離職者を雇用する経費に対して助

成する。
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イ 補正の理由

対象件数及び雇用人数の減による減額

（計画：11件・35人 → 実績見込：８件・29人）

(4) 農林漁業の６次産業化拠点施設整備事業

ア 事業概要

農業所得向上と雇用の創出を図るため、民間事業者と農業者が連携して６次産業

化に取り組む際の拠点施設整備に対して助成する。

イ 補正の理由

事業費精査による減額

(5) 産地拡大拠点整備支援事業

ア 事業概要

雇用の創出と離職者の就農促進を図るため、園芸産地の拡大に資する拠点施設の

整備に対して助成する。

イ 補正の理由

事業費精査による減額

【参 考】本事業による雇用の計画と実績見込

単位：人

項 目 H25（当初） H25（実績見込） 差 引

うち給付金対象 うち給付金対象 うち給付金対象

離職者の農業参入支援事業 10 10 6 6 △ 4 △ 4

農業法人等の離職者雇用促進事業 20 20 3 3 △17 △17

企業等の農業参入支援事業 48 35 39 29 △ 9 △ 6

農林漁業の６次産業化拠点施設整備事業 52 － 54 － 2 －

産地拡大拠点整備支援事業 2 － 2 － 0 －

合 計 132 65 104 38 △28 △27

※H24からの継続雇用含む
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６ 木材産業振興臨時対策事業
【森林整備及び木材産業振興臨時対策基金事業】

林業木材産業課

１ 補正内容 単位：千円

事 業 名 予算現計 実績見込額 補正額

木材産業振興臨時対策事業 3,108,351 3,548,078 439,727

(1)地域協議会運営事業 21,130 21,130 －

(2)高性能林業機械等導入事業 264,682 261,410 △ 3,272

(3)木材加工流通施設等整備事業 251,975 226,948 △25,027

(4)流通経費支援事業 28,200 15,200 △13,000

(5)間伐等事業 676,100 625,567 △50,533

(6)木造公共施設等整備事業 1,672,078 2,189,043 516,965

(7)地域材利用開発事業 126,400 126,400 －

(8)地域材新規用途導入促進支援事業 67,786 82,380 14,594

２ 事業概要及び補正の理由

(1) 地域協議会運営事業 （補正なし）

(2) 高性能林業機械等導入事業

ア 事業概要

高性能林業機械等の導入に対して助成する。

イ 補正の理由

入札差金による減額

(3) 木材加工流通施設等整備事業

ア 事業概要

木材加工流通施設等の整備に対して助成する。

イ 補正の理由

入札差金による減額

(4) 流通経費支援事業

ア 事業概要

運搬距離が一定以上の間伐材の運搬経費に対して助成する。

イ 補正の理由

間伐材の広域集荷の減少による減額

(5) 間伐等事業

ア 森林の間伐作業と運搬に必要な作業道の整備に対して助成する。

イ 補正の理由

豪雨災害による間伐予定箇所の減と森林作業道の事業費減による減額
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(6) 木造公共施設等整備事業

ア 事業概要

公共建築物等の木造、内装木質化に対して助成する。

イ 補正の理由

補助対象施設（５施設）の追加による増額

・ 事業主体 市町村、福祉事業者

市 町 村 高齢者ふれあい交流施設（能代市）

多目的交流施設（八郎潟町）

道の駅休憩施設（大仙市）

スキー場休憩施設（大仙市）

民間事業体 高齢者福祉施設（三種町）

(7) 地域材利用開発事業 （補正なし）

(8) 地域材新規用途導入促進支援事業

ア 事業概要

県産材を使った開発済み製品の試験・実証や、モデル展示・普及啓発に対

して助成する。

イ 補正の理由

事業量の実績減による減額、及び秋田駅周辺など中心市街地において、木

質化実証モデル展示等に対して助成することによる増額

・ 事業主体 公立大学法人秋田公立美術大学
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７ 森林整備及び木材産業振興臨時対策基金積立金

林業木材産業課

１ 補正内容 単位：千円

事 業 名 予算現計 補正後予算額 補正額

森林整備及び木材産業振興臨時

対策基金積立金 994 1,914,763 1,913,769

(1)基金積立金 1,912,000 1,912,000

(2)基金積立金（運用益分） 994 2,763 1,769

２ 事業概要及び補正の主な理由

(1) 基金積立金

ア 事業概要

林業及び木材産業の再生を図り、輸入木材に対抗し得る体制を構築するための

財源として、森林整備及び木材産業振興臨時対策基金を設置。

(ｱ) 基金の執行状況（H24～H26年度)

積立額 H25年12月補正予算までの執行見込額 基金残額

95.1億円 70.4億円 24.7億円

イ 補正の理由

木材需要を拡大し林業・木材産業の成長産業化を実現するため、必要とする財

源を積み増しする。

基金残額 補正額 補正後

24.7億円 19.1億円 43.8億円

(ｱ) 事業内容

木造公共施設等整備や木質バイオマス利用施設等整備、木材加工流通施設等

整備、林内路網の整備、森林境界明確化、高性能林業機械等の導入、森林・林

業人材育成対策を実施。

(2) 基金積立金（運用益分）

ア 事業概要

森林整備及び木材産業振興臨時対策基金を運用する。

イ 補正の理由

実績見込みによる運用益の増額
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８ 森林整備及び木材産業振興臨時対策基金返還事業

林業木材産業課

国の平成23年度補正予算（復興関連予算）で措置された森林整備加速化・林業再

生事業について、使途厳格化により未執行分を返還するよう国から要請があったこ

とから、返還免除となる事業を精査し、所要額を返還する。

１ 返還内容

国からの返還要請額2,016,701千円のうち、被災地への木材供給に充当する経

費等979,741千円を除く、1,036,960千円を平成26年３月末までに国に返還する。

国への返還事業等の一覧 単位：千円

返還要請対象事業 返還免除となる事業 返還事業

項 目 (未執行分) （被災地へ木材供給）

① ② ①－②

事業量 基金額 事業量 基金額 事業量 基金額

間伐等 1,334ha 721,466 1,334ha 721,466 － －

林内路網整備 25路線 616,164 11路線 233,401 14路線 382,763

森林境界の明確化 200ha 9,000 － － 200ha 9,000

高性能林業機械導入 12台 120,000 － － 12台 120,000

木材加工流通施設整備 5事業体 440,942 1事業体 19,500 4事業体 421,442

木質バイオマス施設 2事業体 89,693 － － 2事業体 89,693

地域協議会等 一式 19,436 － 5,374 － 14,062

計 2,016,701 979,741 1,036,960

２ 予算額

１，０３６，９６０千円 （繰入金：森林整備及び木材産業振興臨時対策基金）

３ 事業年度

平成２５年度
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９ 林業研究研修センター実習棟建築事業（新規）

（森林整備臨時対策事業）
【森林整備及び木材産業振興臨時対策基金事業】

森林整備課

森林技術に関する研究の推進及び林業技術者の養成等を目的として新たに設置する林業

研究研修センターにおいて、養成研修等に必要な実習棟を整備する。

１ 事業内容

秋田県林業研究研修センター敷地内に、林業機械類の分解組み立てやメンテナンス等

に関する研修を行うための実習棟を建築する。

(1) 林業研究研修センター実習棟建築事業

ア 事 業 量 木造平屋建て １棟

建築面積 157.33㎡、延べ床面積 132.49㎡

イ 使用目的 ・ 林業機械類の分解組み立て、メンテナンス、刃物類の目立て

ワイヤーロープ加工技術等に関する実習

・ 木材加工、樹木生態・土壌等に関する実習

・ 雨天時の測量等の器具操作

・ 県民向けの講習会の実施 等

２ 事業主体

県

３ 予算額

２７，６６５千円

繰 入 金： 森林整備及び木材産業振興臨時対策基金 １２，５００千円

地域活性化対策基金 １０，０００千円

一般財源 ５，１６５千円

委託料 ２，１５９千円

工事請負費 ２５，５０６千円

４ 事業年度

平成２５～２６年度
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林業研究研修センター実習棟見取り図 
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実習棟建設位置図

河辺戸島井戸尻台 

採  種  園 

農機具・機械保管庫 

作業棟・種子乾燥貯蔵

きのこ栽培 

育
苗
舎
棟 

研  究  棟 

管 理 棟 

車
庫
棟 

実習棟 
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研修室、実習棟、現地

研修室、実習棟、現地

ｶﾘｷｭﾗﾑ
森林・林業基礎 森林生態、樹木、森林保護

研修場所

新たな林業研修機関の概要

研修科目

木質資源利用 木質バイオマス　
研修室、実習棟、市場、
製材工場

技能講習、労働安全、インターンシップ

木材加工・流通 木材市場、製品加工

林業経営 林業経営、森林施業プラン
現場実践技術 造林、測樹、路網開設、素材生産　

        東北・北海道で初の就業前研修機関 
 

            研修人数 ： １年次 １５名  ２年次 １５名  計３０名 

            研修期間 ： ２年間（１，２００時間程度／年） 

            研修場所 ： 秋田市河辺（県林業研究研修センター内） 

林業技術者養成協議会 研修支援チーム 

秋田県林業技術管理士 

林業経営マネジメント能力 現場作業実践能力 

サポート 方針決定 

即戦力 経営力 資格 

・東北・北海道で初となる、就業前林業研修機関 

・川上の林業技術に加え、川下の流通、加工分野、さらには経営まで幅広く研修 

・産学官一体となった「オール秋田」で有能な人材を育成 

秋田林業大学校（愛称） 

（知事認定） 

・林業機械等操作 

・路網作設技術 

・現場作業資格取得 

  高性能林業機械運転 

  チェーンソー操作 

  刈り払い機操作  等 

  

・川上・川下分野の経営に関する 

  知識 

・経営収支に関する知識 

・森林施業プラン書作成 

幅広い知識・技術とマネジメント能力等を習得する研修を実施し、将来の林業を担う若い技術 

者を養成する。 

林業関係団体等による講師派遣、研修フィールド 

提供等支援 
林業関係者のニーズに応える研修体制の検討・協議 

目的 

特徴 

体制 

＝ ＝ 

【  今後のスケジュール  】 

［ Ｈ２６．３月 ］ 
 

実習棟建築 

［ Ｈ２６．４月 ］ 
 

林業研究研修センター 

条例施行 

   ［ Ｈ２６．５月 ］ 
 
○既存施設改修工事 

○林業技術養成協議会 

   ・ 研修支援チーム設立 

［ Ｈ２６．９月 ］ 
 

研修生募集 
 

［ Ｈ２７．４月 ］ 
 

研修開始 
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１０ 秋田県森林技術センター条例の一部を改正する条例案について

農林政策課

１ 改正理由

本県の林業振興に資するため、秋田県森林技術センターの名称を、秋田県林業研究研

修センターに改め、同センターにおいて、林業従事者の育成を行うとともに、これに係

る研修を受講する者から受講料を徴収するため。

２ 改正内容

(1) 「秋田県森林技術センター条例」から「秋田県林業研究研修センター条例」に改め

る。

(2) 設置目的に「林業従事者の育成」を追加する。

(3) 研修を受講しようとする者は、規則に定める受講手続により知事の許可を受けるこ

ととする。

(4) 研修を受講する者から、月額9,900円の受講料を徴収することとする。

(5) その他所用の規定の整備を行うこととする。

３ 施行期日

平成26年４月１日

ただし、２(3)から(5)までは、平成27年４月１日から施行する。
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（ 名 称 改 正 ）  秋 田 県 林 業 研 究 研 修 セ ン タ ー   
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１１ 秋田県農地中間管理事業等推進基金条例案について

農林政策課

１ 制定理由

農業経営の規模の拡大、耕作の事業に供される農用地の集団化、農業への新た

に農業経営を営もうとする者の参入の促進等による農用地の利用の効率化及び高

度化の促進を図るため、

・ 農地中間管理事業の運営

・ 市町村が行う農地中間管理機構に農地を貸し付けた者等に対する協力金の交

付

・ 農業委員会が行う農地台帳を調製するために必要な情報システムの構築 等

に係る事業に充てる資金として、秋田県農地中間管理事業等推進基金を設置する

必要がある。

２ 制定内容

(1) 設置（第１条関係）

ア 目 的

農業経営の規模の拡大、耕作の事業に供される農用地の集団化、農業への

新たに農業経営を営もうとする者の参入の促進等による農用地の利用の効率

化及び高度化の促進を図る。

イ 基金の対象事業

・ 農地中間管理事業の運営

・ 市町村が行う農地中間管理機構に農地を貸し付けた者等に対する協力金

の交付

・ 農業委員会が行う農地台帳を調製するために必要な情報システムの構築

等

(2) 積立、処分等（第２条～第７条関係）

基金の積立て、現金の管理、運用益金の処理、現金の繰替運用、基金の処分

及び知事への委任について定める。

３ 施行期日

この条例は、公布の日から施行する。
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貸
付
け

①
地
域
内
の
分
散
錯
綜
し
た
農
地
を
出

し
手
か
ら
借
受
け

②
必
要
な
場
合
に
は
基
盤
整
備
等
を
行

い
、
担
い
手
に
ま
と
ま
り
あ
る
形
で
貸
付
け

③
中
間
保
有
期
間
に
は
農
地
と
し
て
管
理

な
ど

農
地
中
間
管
理
機
構

（
都
道
府
県
に
一
つ
）

借
受
け

各
種
支
援
策

市
町
村
等

人
・
農
地
プ
ラ
ン

（
市
町
村
が
策
定
）

連
携
・
協
力

業
務
委
託

・
相
談
窓
口

・
農
地
確
認 等

農
地
中
間
管
理
機
構
の
関
連
事
業

農
地
中
間
管
理
事
業

・
農
地
借
入
賃
料

・
農
地
管
理
費
（
委
託
費
含
む
）

・
利
用
条
件
整
備
費
（同
上
）

・
事
業
推
進
費
（
同
上
）

◎
国
は
、
今
後
1
0
年
間
で
、
担
い
手
の
農
地
利
用
が
全
農
地
の
８
割
を
占
め
る
農
業
構
造
を
実
現
（
農
地
の
集
積
・
集
約
化
で
コ
ス
ト
削
減
）

出
し
手
農
家

受
け
手
農
家

・
農
地
中
間
管
理
機
構
へ

農
地
を
貸
付
け
た
地
域

へ
の
支
援

・
農
地
中
間
管
理
機
構
へ

農
地
を
貸
付
け
た
出
し

手
（
個
人
）
へ
の
支
援

機
構
集
積
協
力
金
交
付
事
業

・
農
業
委
員
会
の
農
地
基
本

台
帳
の
電
子
化
・
地
図
化

・
耕
作
放
棄
地
所
有
者
へ
の

意
思
確
認
等
へ
の
支
援

機
構
集
積
支
援
事
業

農
地
売
買
支
援
事
業

・
農
地
の
売
買
に
支
援

（
基
金
）

（
基
金
）

（
基
金
・補
助
金
）

（
補
助
金
）

-26-



農
地
中
間
管
理
総
合
対
策
事
業

国

農
地
中
間
管
理
機
構

①
地
域
内
の
分
散
し
錯
綜
し
た
農
地
利
用
を
整
理
し
担
い
手
ご
と
に
集
約
化
す
る
必
要
が
あ
る
場
合
や
、
耕
作

放
棄
地
等
に
つ
い
て
、
農
地
中
間
管
理
機
構
が
借
り
受
け

②
農
地
中
間
管
理
機
構
は
、
必
要
な
場
合
に
は
、
基
盤
整
備
等
の
条
件
整
備
を
行
い
、
担
い
手
（
法
人
経

営
・
大
規
模
家
族
経
営
・
集
落
営
農
・
企
業
）
が
ま
と
ま
り
の
あ
る
形
で
農
地
を
利
用
で
き
る
よ
う
配
慮
し
て
、

貸
付
け

③
農
地
中
間
管
理
機
構
は
、
当
該
農
地
に
つ
い
て
農
地
と
し
て
の
管
理

④
農
地
中
間
管
理
機
構
は
、
そ
の
業
務
の
一
部
を
市
町
村
等
に
委
託
し
、
農
地
中
間
管
理
機
構
を
中
心
と

す
る
関
係
者
の
総
力
で
農
地
集
積
・
耕
作
放
棄
地
解
消
を
推
進

出
し
手

受
け
手

人
・
農
地
プ
ラ
ン

市
町
村

県

農
地
中
間
管
理
事
業

４
３
３
，
９
２
６
千
円

機
構
集
積
協
力
金
交
付
事
業

２
８
０
，
０
０
０
千
円

〇
出
し
手
に
対
す
る
支
援

（
１
）
地
域
集
積
協
力
金

（
２
）
経
営
転
換
協
力
金

（
３
）
耕
作
者
集
積
協
力
金

（
４
）
推
進
事
務
費

農
地
売
買
支
援
事
業

１
７
，
３
６
７
千
円

○
農
地
の
売
買
事
務
経
費

（
１
）
業
務
運
営
費

（
２
）
事
業
推
進
組
織
整
備
費

（
３
）
利
子
補
給

（
１
）
借
受
農
地
管
理
事
業

ア
農
地
借
入
経
費

イ
農
地
管
理
費

ウ
条
件
整
備
費

（
２
）
事
業
推
進
費

ア
県
推
進
事
務
費

イ
事
業
運
営
費

ウ
評
価
委
員
会
開
催
費

エ
業
務
推
進
費

補
助
金

０
．
３
７
億
円

基
金
造
成
１
６
．
９
１
億
円

H
2
5
補
正
1
0
.1
8
億
円

H
2
6
当
初

6
.7
3
億
円

農
地
中
間
管
理
事
業
等
推
進
基
金

県 費

国 補 助 金
取
り
崩
し

取
り
崩
し
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